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決算概要（ハイライト）

5,105百万円
（前期比△10.0％）

110,868百万円
（前期比+0.4％）

■営業収益

■経常利益  燃油単価の高騰により燃料費が大幅に増加。

 新規大型拠点稼働により固定費が増加。
（ＭＵ首都圏物流センター、ＨＮ蓮田センター）

 処遇改善の実施継続により、労務費が増加。
一方で、従来から引き続き業務効率化・内製化を推進したこと、
ならびに巣ごもり特需が落ち着き、業務負担が減少したことにより、
外注費が減少し、一部労務費の増加を抑制した。

 円安基調の進行により海外事業において為替差益が発生。

TC事業の減収、DC事業の増収により全体での前期対比で
ほぼ同水準となった。

 前期の第１四半期にピークとなった巣ごもり特需は落ち着き、
量販店等で取り扱われる家庭用冷凍冷蔵食品の取扱物量は減少。

 経済活動が回復傾向にあるなか、業務用冷凍食品の取扱物量が
徐々に回復し、市販用商材の減少分をカバー。

 都心エリアのコンビニエンスストア等の店舗向け商材についても
徐々に回復しつつあるが、一部業務の配送効率化による配送便数
減少などが影響し、コンビニエンスストア物流全体では減収となった。

※本文中、Ｃ＆Ｆロジホールディングスを「ＣＦ」、当社グループの主要事業会社であるヒューテックノオリンを「ＨＮ」、名糖運輸を「ＭＵ」と標記しております。
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決算概要（ハイライト）

収入比 収入比
対前期
増減額

増減率 収入比
対当期実績

増減額

営業収益 110,449 100.0% 110,868 100.0% 418 0.4% 112,000 100.0% △ 1,131

営業原価 101,135 91.6% 102,345 92.3% 1,210 1.2% - - -

販売費及び一般管理費 4,023 3.6% 4,040 3.6% 17 0.4% - - -

営業利益 5,291 4.8% 4,482 4.0% △ 808 △15.3% 5,300 4.7% △ 817

経常利益 5,675 5.1% 5,105 4.6% △ 570 △10.0% 5,600 5.0% △ 494

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,678 3.3% 3,316 3.0% △ 362 △9.8% 3,600 3.2% △ 283

(注1)2021年5月10日付で公表した2021年度の通期業績予想値になります。

前期実績 当期実績 （参考）当期業績予想（注1）

（単位：百万円）



決算概要（推移）
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決算概要（推移）
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セグメント別営業収益および利益の概要
（単位：百万円）

構成比 構成比
対前期
増減率

4,056 43.0% 3,091 35.6% △23.8% 増加要因
・業務内製化の推進、取扱物量減少による業務負担減により、
　外注費が減少し、労務費の増加も抑制した。

（利益率） 5.7% 4.3% 減少要因

・燃油単価の高騰による燃料費増加。
・新規大型拠点の稼働開始に伴う固定費増加。
　■2021年5月～MU首都圏物流センター

セグメント
利益

5,170 54.8% 5,432 62.5% 5.1% 増加要因
・業務内製化の推進による外注費の減少。

（利益率） 14.0% 14.3% 減少要因

・新規大型拠点の稼働開始に伴う固定費増加。
　■2021年3月～HN蓮田センター

営業収益 1,823 1.7% 1,757 1.6% △3.6%

セグメント
利益

207 2.2% 164 1.9% △20.6%

（利益率） 11.4% 9.4%
（注1）『ＤＣ事業』にはベトナム事業が含まれております。

（注2）『その他』には警備輸送業、病院等関連物流業、人材派遣業、および保険代理店業等が含まれております。

主な増減要因

営業収益 71,619 64.8% 71,147 64.2%

・前期のコロナ禍による巣ごもり特需が落ち着き、量販店向けの取扱物量
　が減少。
・都心エリアのコンビニエンスストア等の店舗向け商材についても取扱物量
　は引き続き低調に推移。

その他

ＤＣ事業
（保管在庫型物流事業）

Distribution Center

ＴＣ事業
（通過型センター事業）

Transfer Center

当期実績前期実績

△0.7%

セグメント
利益

営業収益 37,006 33.5% 37,964 34.2% 2.6%
・巣ごもり特需が落ち着き、市販用商材の取扱物量が減少した一方で、
　業務用商材の取扱物量が回復傾向。
・新規大型拠点の稼働。（2021年3月～HN蓮田センター）(注1)

(注2)
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業態別営業収益の概要

構成比 構成比 増減額 増減率

増加要因
・ﾌﾛｰｽﾞﾝ商材の取扱物量回復。
・新規大型拠点の稼働開始。

減少要因
・ﾁﾙﾄﾞ商材に関する前期ｺﾛﾅ特需の剥落。

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ物流 15,052 13.6% 14,789 13.3% △ 263 △1.7%

ﾁｪｰﾝｽﾄｱ物流 14,164 12.8% 13,615 12.3% △ 548 △3.9%

問屋物流 10,440 9.5% 10,466 9.4% 26 0.2%

保税・加工 2,996 2.7% 2,994 2.7% △ 2 △0.1%

その他 4,375 4.0% 4,477 4.0% 101 2.3%

【合計】 110,449 100.0% 110,868 100.0% 418 0.4%

（注1）『共同配送』はＨＮにおけるフローズン（ＤＣ事業）およびＭＵにおけるチルド（ＴＣ事業）を合算した数値になります。

（注2）『問屋物流』には病院食材物流が含まれております。

（注3）『その他』には警備輸送業、病院等関連物流業、人材派遣業、保険代理店業およびベトナム事業などが含まれております。

当期実績

・ｺﾛﾅ禍の影響により問屋における取扱物量は堅調に推移。

・輸出入用のｺﾝﾃﾅ不足に伴う主に港湾地区の保税貨物
　の取扱物量減少。
・ﾘﾊﾟｯｸ加工品の販売数量好調に伴う生産量増加。

・経済活動の緩やかな回復に伴い、化粧品・雑貨の取扱物量
　が増加。

1,105 1.7%共同配送 63,420 57.4% 64,525 58.2%

前期実績
主な増減要因

・外出機会、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの減少により、都心ｴﾘｱの店舗向け
　食品の取扱物量は引き続き低調に推移。
・ｺｰｽ再編による取扱物量減少、配送効率化による配送便数
　減少。

・巣ごもり特需が落ち着き、量販店向けの市販用商材の取扱
　物量が減少。

(注1)

(注2)

（単位：百万円）

(注3)



営業原価の分析
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営業原価
101,135

その他
+277

燃料費
+857

営業原価
102,345

（単位：百万円）

2020年度 2021年度

主な増加要因

労務費
+777

減価償却費
+574

外注費
△1,194

主な減少要因

その他
△220

増加額
+1,210

■燃油単価高騰に伴う燃料費の増加。

■定期採用、正社員登用の推進による正社員数増加ならびに
従業員の処遇改善による従業員給料の増加。

■新規大型拠点稼働に伴う減価償却費・賃借料の増加。

■業務効率化及び内製化、ならびに

業務負担減少に伴う外注費・人材派遣
費用の削減。

賃借料
+210

備消品費
△71
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■ 営業活動によるＣＦ

・税引後当期純利益の減少。

■ 投資活動によるＣＦ

・MU首都圏物流センター、岡山物流センター、
HN中部支店 三期増築棟の設備投資。

・車両の代替・増車（114台） など。
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設備投資実績および減価償却費（実績）
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■主な設備投資額

MU首都圏物流センター建設 2,470

HN中部支店 三期増築棟建設 2,360

MU岡山物流センター建設 1,420

車両代替・増車（購入：114台） 1,050

HN蓮田センター開設関連 770

車両代替・増車（リース：55台） 590

(百万円)



人員と車両台数の比較（前期末比較）

前期末
(2021年3月末時点)

当期末
(2022年3月末時点)

増減 主な増減要因

社　員 5,554 5,726 172 
（内、ドライバー） (2,735) (2,877) (142)

契約社員・臨時要員 6,430 5,987 △ 443 
（内、ドライバー） (1,512) (1,285) (△ 227)

合計 11,984 11,713 △ 271 
（内、ドライバー） (4,247) (4,162) (△ 85)

・新卒者定期採用。（80名）

・正社員登用による増加。

・正社員登用による減少。
・一部業務負担減少によるパート・アルバイトの登録者数減少。

（１）人員の比較

（２）車両台数の比較

（単位：人）

（単位：台）

前期末
(2021年3月末時点)

当期末
(2022年3月末時点)

増減

現金輸送車

合計

128 126 

2,804 2,828 

△ 9 

△ 2 

24 

大型車

中型車

小型車

675 691 

1,535 1,554 

466 457 

16 

19 
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本資料に関するお問い合わせ先
株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス

TEL：03-5291-8100 FAX：03-5291-6150
広報ＩＲ部／団 俊貴

※本資料は、2021年度の当社の連結決算公表時（2022年5月10日）の数値をベースに、作成日現在（2022年5月26日）
において、入手可能な情報に基づき作成したものです。
今後の業績等につきましては、様々な要因によって変動する可能性がありますので、お含みおきください。

※本資料は当社グループの決算概要をご理解いただくことを目的として作成したものであり、
株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスの株式等の売買の勧誘を目的とするものではありません。

低温物流の新たな価値を創造します。
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参考情報
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参考情報 -共同配送モデル-

食品メーカーA
工場

当社倉庫

A商品 B商品 C商品

チルド庫
フローズン庫

A商品

B商品

C商品

納品先①

A商品 B商品 C商品

納品先②

A商品 B商品

納品先③

食品メーカーB
工場

食品問屋C
センター

納品先①
センター

納品先②
センター

納品先③
センター

A商品

B商品

C商品

入荷
保管

一時預かり
納品先別仕分け 出荷

【共同配送を用いた物流フロー（例）】

・・・当社倉庫への納品のみ

荷主様が自社で配送する場合

当社（共同配送）を用いる場合

・・・荷主様ご自身がトラックを用意し納品先①、②、③にそれぞれ納品

1台のトラックで
複数名義の商品を
複数の納品先に
共同して配送

C商品

・荷主様の物流コスト削減が可能。
・物流フロー上のリスク移転が可能。
・使用する車両台数が減ることで、排気ガス排出量削減。

A商品

B商品

C商品

当社トラック
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参考情報 –事業概要-

ＴＣ事業
Transfer Center
通過型ｾﾝﾀｰ事業

365日24時間体制で、主にチルド食品を中心とした低温食品の物流センター
業務および輸配送を行う。

拠点数 関東地方を中心に全国93店所
（協力会社除く）

主な取扱品目 ■市販用チルド飲料・チルドデザート
…スーパーマーケット、コンビニエンスストアなど

■市販用ドライ食品
…スーパーマーケットなど

首都圏拡大図

MU首都圏物流センター MU輸配送用トラック

保管期間が短く、ほとんど預り在庫を持たない（≒通過型）事業モデル

国内共同配送拠点マップ（協力会社含む）

▶ 共同配送事業 異なる複数の顧客から商品を預かり、届先別に仕分けを行った後、混載にて輸配送を行う事業。

▶ コンビニエンスストア物流事業 コンビニエンスストア各社の商品センターの運営および店舗配送を行う事業。

▶ チェーンストア物流事業 スーパーマーケット等の量販店のチルド・ドライ商品の商品センターの運営および
店舗配送を行う事業。
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参考情報 –事業概要-

主に冷凍食品の保管・荷役および輸配送を一体的に行う事業。
当社の倉庫内にて多様な寄託貨物の保管・名義変更や車両別・届先別の仕分けを
行うと共に、専用車による輸配送業務を行う。

拠点数 関東地方を中心に全国28店所
（ベトナム・協力会社除く）

主な取扱品目 ■業務用冷凍加工食品
…レストラン、病院、老介護施設など

■市販用冷凍加工食品
…スーパーマーケット、コンビニエンスストアなど

首都圏拡大図

HN埼玉支店 自動倉庫システム MEITO VIETNAM 第二倉庫

国内共同配送拠点マップ（協力会社含む）

ＤＣ事業
Distribution Center

保管在庫型物流事業
保管期間が長く、預り在庫を持つ（≒保管型）事業モデル

▶ 共同配送事業 異なる複数の寄託者から商品を預かり、届先別に仕分けを行った後、混載にて輸配送を行う事業。

▶ 病院食材物流事業 約3,300の医療・福祉施設等への給食用食材を仕分け・配送する。

▶ リパック加工業 冷凍野菜等の原料に市販用・業務用としてパッケージ詰め加工（＝リパック加工）を施す。

▶ 海外（ベトナム）事業 ベトナム社会主義共和国において、主に冷凍食品の加工原材料の保管、荷役、配送を行う。
（”MEITO VIETNAM CO., LTD.”、”T&M TRANSPORTATION CO., LTD.”）
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参考情報 -事業概要-

その他 主要事業であるＤＣ事業・ＴＣ事業以外の物流業務に関連する
付帯サービスを中心とした事業

警備業法に基づき、首都圏の金融機関で取り扱う現金や手形などの重要書類や、貴重品等の警備輸送を行う。

病院はもとより老人ホーム、老人健康管理施設や薬局まで関東1都6県約2,000件の医療福祉関連施設を対象
にリネン類（シーツ、タオル、白衣等）の配送・集荷作業を行う。

▶ 警備輸送業

▶ 病院等関連物流業

など・・・

乗務員、倉庫作業員等、物流業務に特化した人材をグループ内外へ派遣。▶ 人材派遣事業

車両を中心とした保険商品をグループ各社、取引先、従業員・従業員の家族等に提案する代理店事業。▶ 保険代理店業

16


